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判例評釈
公取委審判事件記録閲覧謄写許可処分取消
訴訟控訴審判決
(東京高判平成14年6月5日｡平成13年 (行コ)第239号｡
判例集未登載)
藤 田 稔
1.事実の概要
地方公共団体が発注するごみ焼却炉施設にかかる入札談合について､
Y (公正取引委員会)は､平成11年9月8日､Ⅹらを被客人とする審判
開始決定を行った｡Ⅹらは､談合の存在を否認して争っており､現在も
審判は係属中である｡
参加人Aらは､平成12年6月から12月に､それぞれYを被告として､
独禁法69条に基づいて､同審判事件の審判記録の謄写の申請を行った｡
各申請人は､本件各申請時において､ごみ焼却炉を発注した地方公共団
体の住民であり､本件の審判対象事実に関連する住民監査請求を行い､
地方自治法242条の2に基づき､Ⅹらを被告とする住民訴訟を提起してい
る｡
本件各申請における謄写の対象は､審判記録､書証､その他､審査官､
被審人双方から提出されたすべての書面であった｡参加人Aらは､Yに
対して､本件各申請にあたり､謄写した事件記録を本件審判事件または 〇 一
これにかかる損害賠償請求訴訟以外の目的に使用しないこと､閲覧謄写 讐
した事件記録を申請者以外の者に閲覧させたり､謄写させたりすること
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はしない旨を誓約した｡
Yは､Ⅹらに対して､平成12年12月7日付で､｢審判に係る事件記録に
ついて(照会)｣と題する書面を送付した｡当該書面は､Yが閲覧謄写申
請に応ずることに関して､Ⅹらにおいて秘匿を要する特段の事情があれ
ば承知したいとして､①秘匿を要する部分を特定し､秘匿が必要である
具体的理由を付して､同年12月22日までに提出することを要望し､(参同
日までに回答がないときは､秘匿を要する部分はないものと理解して､
閲覧謄写に応ずる作業を進める旨を伝えるものであった｡この照会に対
して､Ⅹらは､同年12月22日､秘匿を要する部分を特定することなく､
本件各申請に応ずること自体が違法である旨の回答を行った｡Yは､閲
覧謄写申請に応ずる事件記録の範囲について検討し､平成13年1月19日
付けで､｢書面に係る事件記録の謄写について (通知)｣と題する書面を
送付した｡これに対して､Ⅹらのうち1名は､平成13年2月5日付の文
書で､Ⅹに対して､すべての部分を秘匿すべきであるが､正当な利害関
係人に対しても秘匿すべき部分が秘匿されていないことを具体的に指摘
した｡Yは､閲覧謄写申請に応ずる事件記録の範囲を再検討して変更し､
同年3月12日付で､Ⅹらに対して､｢審判に係る事件記録ゐ謄写について
(通知)｣と題する書面を送付し､同日付で､参加人Aらに対して､同年
3月22日以後､閲覧謄写申請に応ずる旨を通知し'た｡
そこでⅩらは､Yが審判記録の謄写の申請に応じる旨の処分が違法で
あるとして､Yを被告として､その取消しを求めて出訴するとともに､
執行停止を申し立てた｡東京地裁は､執行停止を認めた後､平成13年10
月17日に､Ⅹらの請求を退ける判決を下した｡
Ⅹらは控訴し､東京高裁は､決定の効力を停止する決定を行った上で
9 審理を行い､平成14年6月5日に､原判決を取り消して､公取嚢の事件
≡ 記録の閲覧謄写を許す旨の各処分を取り消す本件判決を下した｡公取委
は上告受理の申立てを行わなかったが､参加人Aらが上告受理の申立て
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を行っている｡
本件の争点は､(1)閲覧謄写に応ずる行為の行政処分性､(2)原告適格､
(3)訴えの利益､(4)本件各処分の違法性 (参加人らは､法69条の利害関係
人に該当するか否か)であり､(1)ないし(3)が本案前の争点､(4)が本東の
争点である｡
2.判旨
｢本案由の争点についての判断は､原判決---までに記載のとおりであ
るから､これをここに引用する｡｣
｢このような法69条の規定及び法における法違反行為の被害者の地位に
かんがみれば､法違反行為の被害者は､法59条の規定により参加を認め
られた場合､法24条の規定に基づく差止請求訴訟を提起する場合及び法
48条4項等の規定による審決が確定して法25条の規定に基づく損害賠償
請求をする場合以外には､法69条にいう ｢利害関係人十には当たらず､
同条に基づき審判事件の事件記録の閲覧謄写等をすることはできないら
のと解するのが相当である｡｣
｢本件各申請人は､法59条の規定によって本件審判事件に参加をした者
や法24条の規定に基づく差止請求訴訟を提起した者ではなく_､法25条の
規定に基づく損害賠償請求をする者でもなく､前述の内容の住民訴訟を
提起し､民法709条の規定に基づく損害賠償の請求をしている者にすぎな
いのであるから､法69条の選定にいう ｢利害関係人｣には当たらないも
のといわざるを得ない｡｣
○
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3.評釈
(1)本案前の争点については､第1審判決(1)が､独禁法69条に基づき閲
覧謄写を認める決定は行政処分と解すべきであるとし､被客人に取消訴
訟を起こす原告適格を認めた上で､独禁法69条が､事件記録を閲覧謄写
しうる者の範囲を利害関係人に限定しているのは､事件記録には､被審
人たる事業者の秘密やその従業員のプライバシーが含まれる可能性が高
いので､このような被蕃人の個人的利益を保護することをも目的として
いるとして､被客人は処分の取消しを求めるにつき法律上の利益を有す
る者に該当すると判示していた｡本件判決はそれを支持しているが､妥
当な判断であろう(2)｡
(2) 本判決は､本件各申請人は､独禁法69条の ｢利害関係人｣には､
当たらないと判示したが､本件の争点の先例となる和光堂 (樵)による
審決取消訴訟の最高裁判決(3)では､｢法六九条により事件記録の閲覧謄写
を許される 『利害関係人』とは､当該事件の被審人のほか､法五九条及
び六〇条により参加しうる者及び当該事件の対象をなす違反行為の被薯
者をいうものであって｣と判示していた｡ここでは､｢当該事件の対象を
なす違反行為の被害者をいう｣となっていて､本件控訴審判決のように､
独禁法25条訴訟を起こした被害者に限定していない.和光堂事件の審決
取消訴訟において､公取委は､｢本条にいう利害関係人と峠､当該事件の
被審人のほかには､法律によって当該事件に関与することが認められて
いる参加人 (法五九条､六〇条)および当該審判の対象となっている違
反行為の被害者 (法二五条)があるにとどまる｡｣と主張して､被害者の
= 範囲を限定する主張を行っていたが(4)､東京高裁はそうした限定を付すこ
○ とのない判決を下し､最高裁も限定しなかったのである｡
最高裁は､これまで､独禁法25条訴訟の被害者と､独禁法709条訴訟の
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被害者との間に､本件判決のような種類の区別を設ける考えを示してい
ない｡
すなわち､エビス食品企業組合事件の最高裁判決(5)は､｢同法二五条が
特殊の損害賠償責任を定め､同法二六条において右損害賠償の請求権は
所定の審決が確定した後でなければ裁判上これを主張することができな
いと規定しているのは､これによって個々の被害者の受けた損害の填捕
を容易ならしめることにより､審判において命ぜられる排除措置と相倹
って同法違反の行為に対する抑止的効果を挙げようとする目的に出た附
随的制度に過ぎず､違法行為によって自己の法的権利を害された者がそ
の救済を求める手段としては､その行為が民法上の不法行為に該当する
かぎり､審決の有無にかかわらず､別に損害賠償の請求をすることがで
きる｣と述べているのであって､独禁法25条に対して､｢個々の被害者の
受けた損害の填補を容易ならしめる｣規定としての意義しか与えていな
い｡｢審判において命ぜられる排除措置と相倹って同法違反の行為に対す
る抑止的効果を挙げようとする目的｣は､損害賠償が認められることに
よって実現されるものであり､民法709条訴訟も｢同法違反の行為に対す
る抑止的効果｣として､独禁法25条と並んで､さらに言えば､その使い
やすさからとれまで､独禁法25条よりも､｢同法違反の行為に対する抑止
的効果｣を果たしてきたのである(6)0
エビス食品企業組合事件の最高裁は､｢独占禁止法の定める審判制度は､
もともと公益保護の立場から同法違反の状態を是正することを主眼とす
るものであって､違反行為による被害者の個人的利益の救済をはかるこ
とを目的とするものではなく､｣とも述べているが､損害賠償請求訴訟の
違反行為の抑止的効果も認めている以上､行政行為がそれ自体としては､
被害者の個人的利益の救済をはかることを目的とするものではないとい ○
○
う当然のことを､述べているに過ぎない｡
独禁法69条において､被害者が法律上の利害関係があるとされる限り､
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独禁法25条訴訟と民法709条訴訟を区別する根拠は､独禁法25条の規定の
みからは､当然には出てこない｡
(3)本判決は､｢仮に法違反行為の被害者は法69条の規定にいう｢利害
関係人｣として常に審判事件の事件記録の閲覧謄写等を求めることがで
きるとすると､極論すれば､被害を受けたと主張しさえすれば､だれで
も事件畠己録の閲覧謄写等が可能になりかねない｡｣と述べて､民法709条
訴訟と､独禁法25条訴訟とを区別する｡
だが､この判旨の考え方では､両者を区別することはできない｡独禁
法25条訴訟でも､､｢被害を受けた｣と主張して控訴するのであり､その点
では､民法709条訴訟と違いはないからである｡
(4)両者を区別するものは､審決が確定していることが訴訟要件とな
っているか否かでしかない｡民法709条訴訟を起こしても､事件記録の閲
覧謄写等は､.%決が確定するまでは認められないと述べることは､民法
709条訴訟と独禁法25条訴訟の関係から､論理的には可能であるとしても､
本件判旨のように､民法709条訴訟の被害者に､全面的に閲覧謄写を試め
ない根拠とは､なり得ない｡
本件においては住民訴訟の原告が､民法709条に基づく住民訴訟を起こ
した後に､審判で係争中の事件の事件記録の閲覧謄写を求めているが､
審判の結果､違反行為の存在が認定されるのを待つべく､訴訟手続を一
時停止する選択も､可能であろう(7)｡その場合は､確定した審決の事件記
録の閲覧謄写を求めるということになるが､本件判決はその場合でも､
民法709条訴訟であること以外には､独禁法25条訴訟と何ら区別できる要
素がないにもかかわらず､一律かつ全面的に閲覧謄写を認めないという
ことになり､不当な結果を帰結する｡
ただし､本件判旨は､｢職権主義的に､かつ､強力な権限をもって収集
された資料が､いまだ法違反行為があったと認定されていない段階で､
民法709条の規定に基づく損害賠償請求訴訟において資料として用いられ
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ることは､法の予定していないところというべきである｡｣とも述べてお
り､民法709条訴訟で審決確定後に事件記録の閲覧謄写を求めた場合には
本件とは重要な事実関係を異にしているから､そのケースでは､本件判
決は先例とはなり得ないとも言えよう｡
(5)本件判決は､閲覧謄写を全面的に認めない根拠として､｢事件記録
の中には､被審人や事件関係者の企業秘密やその従業員のプライバシー
に属する資料も含まれ得るのであり､､それゆえ､被控訴人の委員長､委
員及び職員には､その職務に関して知得した事業者の秘密について秘密
保持義務が課されているのであるが(法39条)､被害者と称する者に広く
事件記録の閲覧謄写等を認めるとすれば､かような秘密保持義務の規定
は空文化し､被審人や事件関係者に大きな不利益を与えるおそれがある｡｣
と述べている｡なるほど､｢広く事件記録の閲覧謄写等を認めるとすれば｣
被審人や事件関係者に大きな不利益を与えるかも知れないOだが､本秤
で公取委は､そういった事業者の秘密の部分を除外した上で､閲覧謄写
を許可しようとしたのであるO｢広 く事件記録の閲覧謄写等を認める｣措
置を採ったわけではない｡
事実上は､公取要は､各申請人に対して閲覧謄写の成果の利用を制限
する付款を付けた行政処分を行っていたのである｡だが､本訴において､
公取委は行政処分性そのものを認めずに､争っていた｡こういった公敬
委の主張が､こうした判決を導いたと言えるかも知れない｡いずれにせ
よ､本判決は､事業者の秘密に催しないものまで含めて､全面的に閲質
謄写等を認めないとの判断を示したわけであるが､判旨の示した理由は､
全面的に閲覧謄写等を認めない理由とは､なり得ない｡
(6)独禁法69条には､民事訴訟法92条のような閲覧謄写の制限規定を
欠いている｡被審人の意見聴取規定や､閲覧謄写を認める決定を被審人 完
に通知することを公取委に義務づける規定がおかれていないことは､立 △
法の不備であるとの指摘もある(8)0
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独禁法69条は､後述のように､改正すべきではあるが､現行法も事業
者の秘密に配慮する規定を全 く欠いているわけではない｡法53条は､｢審
判は､これを公開しなければならなuo但し､事業者の事業上の秘密を
保つため必要があると認めるとき又は公益上必要があると認めるときは､
これを公開しないことができる｡｣と定めている｡審判が非公開となれば､
審判に参加していない住民訴訟の原告に､非公開とされた部分の閲覧謄
写を認めることは､非公開の趣旨に反するからあり得ない｡現行法はこ
の措置によって事件記録の閲覧謄写における事業者の秘密も保護してい
るのであって(9)､被審人が審判を非公開とする措置を申し立てることもな
く経過した審判において､被客人の事業者の秘密に値しない部分も令め
て全面的に閲覧謄写を認めなかった本判決は不当である｡
(7)｢事業者の秘密｣とは何かも問題であろう｡これにつき､エポキ
シ樹脂秘密漏洩刑事事件判決(10)では､｢独禁法93条､39条にいう事業者の
｢秘密｣とは､非公知の事実であって､事業者が秘匿を望み､客観的に
見てもそれを秘匿することにつき合理的な理由があると認められるもの
をいうと解するのが相当である.｣と判示されている｡事業者の秘密に関
して､独禁法39条と独禁法43条では､その意味が異なるとの読 (ll)と､同
一に解する説(12)とがあるが､独禁法69条と独禁法53条に関しては､法39
条の解釈とは区別して､事業者の秘密はより限定して解すべきであろう｡
独禁法69条と53条は､審判に関する規定であるが､審判は行政手続であ
ると同時に､準司法手続となっており､裁判の公開を定めた憲法82条の
精神を尊重してそれとの兼ね合いで解釈 ･適用する必要があるからであ
る｡
この場合､訴訟記録の閲覧謄写の制酸を定めた民事訴訟法92条との比
完 較検討が､有用であろう｡民事訴訟法92条は､営業秘密と重大なプライ
也
バシーに関わるものに､閲覧謄写を制限している｡この場合の営業秘密
とは､｢秘密として管理されてuる生産方法､販売方法その他の事業活動
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に有用な技術上又は営業上の情報であって､公然と知られていないもの
をいう｣(不正競争防止法2条4項)｡営業秘密は､秘密として管理され
ているものに限定されているが､独禁法69条と独禁法53条の事業者の稼
密に関しても､そのように限定して解すべきであろう(13)0
より問題なのは､公知性に関して､事業者の秘密と営業秘密とでは､
異なった解釈適用がされてきたのではないかと思われることである.鷲
業秘密に関しては､秘密が他に知られてしまえば､秘密性がなくなるか
ら秘密性が厳格であるのに対して､独禁法上の問題では､業界関係者の
間では既に知られていてもそれ以外の者にはそれを知得するのにコスト
がかかる事実を､公取委が審査によって知得した場合に､｢それは事業者
の秘密｣であると申し立てて秘匿することに事業者側に利益があるから
である｡｢事業者の秘密｣と認定されれば､本件の申請人のような業界関
係者以外の被害者の立場に立つ者が､公取委を通じて情報を入手するこ
とはできなくなり､自ら多大なコストをかけて入手しなければならなく
なるから､損害賠償請求訴訟において､事業者側が圧倒的に有利になる
からである｡
営業秘密や重大なプライバシーに関わる事実については､審判におい
てもそれを十分に保護すべきであろう｡特に民事訴訟では､当事者が自
ら法廷に提出することで秘密性が失われるのに対して､独禁法の審判で
は公取委の強制調査権限に基づいて提出されることになるから､なおさ
ら保護すべきことになる｡係争中の審判については､違反行為があった
か否かも不明であるから､手厚く秘密を保護する必要があろう(14)0
だが､違反行為が認定されて審決が確定した後は､要証事実k.関して
は､独禁法39条の解釈上も ｢客観的に見てもそれを秘匿することにつき
合理的な理由がある｣には当たらない(15)｡刑事訴訟記録についても､確 完
定後に住民訴訟の民事事件の裁判所からの文書送付嘱託に応じて､検察 さ
官による捜査記録や被告人の供述調書が提出されることが多くなってい
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るが､特に部分的に抹消されたものが､提出されているわけではない.O
独禁法69条を民事訴訟法91条 ･92条に相当する条文に改正した上で､
審判で係争中の場合と違反事実なしの審決が出た場合には､閲覧謄写の
制限を強めることで､対応すべきであろう｡審判で保護すべき事業者の
秘密の範囲を営業秘密に明文で限定することと､閲覧等の制限の手続を
定めるところに､改正の意義がある｡第三者の秘密の保護規定を民事訴
訟法は欠いているが､独禁法69条にこれを設ける必要もある(16)0
(8)本件判決は､独禁法59条に基づき審判への参加が認められれば､
閲覧謄写が認められる旨､判示するが､法59条による参加はかなり限定
的に解されているので容易ではなく(17)､そもそも参加すべきか否かの情
報を得る為にも､被害を被っているのではないかと考える者に､係争中
の審判の事件記録の閲覧謄写が必要となる(18)0
(9)本件判決は､審判の礼間訴訟的構造を強調するが､本件は東京高
裁第20民事部の判決であり､独禁法の専属管轄の訴訟を担当する東京高
裁第3特別部は､当事者主義的な考え方を強めていたし(19)､公取委も審
査審判規則の改正でその方向を強め七いる(20)Oまた判旨は公取委による
法運用を過度に重視した結果､私人による独禁法運用の果たす重要性を
十分に理解して独禁法の解釈 ･適用を行ったとは言えない｡もっとも独
禁法69条の規定の不備が､こうした不当な判決が出る温床となってuる
とも言えるわけであり､独禁法69条の改正に公取委は取り組むべきであ
ろう｡
(10)本件の争点は､情報公開法が施行されたことによって､大きな影
響を受けることにも留意しなければならないとの指摘がある(20)｡情報公
開法15条は､他の法令による開示の実施と情報公開法との調整について
完 定めているが､独禁法69条は､開示請求権者を限定しているので､情報
室 公開法15条による調整は行われず､情報公開法が並行して適用されるこ
とになるからである(22)｡その場合､情報公開法5条の不開示事由に該当
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するか否かが問題となろうが､独禁法39条と実質的な違いはないと解さ
れるのではないか(23)0
情報公開法に基づいて確定審決の事件記録の閲覧請求を行うと､開示
するか否かの決定に相当な時間がかかり非開示の部分も多く､民事訴訟
法91条に基づく訴訟記録の閲覧請求よりも､情報開示の程度はかなり少
ないのが実状ではないか｡また勧告審決を受けて起こされた損害賠償請
求訴訟において､裁判所による文書送付嘱託の求めに応じて公取委から
提出された文書にも､抹消された部分が非常に多く､刑事事件記録の提
出と比べて､情報開示の程度は比較にならないほど少ない｡本件のよラ
な判決が出ると､公取委はたとえ別な法律に基づく請求であっても､情
報公開請求や裁判所による文書送付嘱託に消極的姿勢になることが懸念
されるのであり､その意味では､情報公開法のような一般法とは別に､
独禁法69条を改正して整備することが必要となろう｡
もっとも-､独禁法､情報公開法､行政手続法を総合的に運用すべく､
審判の事件記録の閲覧謄写等の許可に関する行政処分の審査基準を定め
て公開することにより､本稿で提示したような解釈運用を実現すること
も､検討する価値があろう｡
注
(1)東京地判平成13年10月17日 (平成12年 (行ウ)第353号､第354号､平成13年 (行
り)第8号)判時1782号24貫｡なお､最高裁判所ホームページの下級裁判所主要
判決情報にも､掲載されている｡
(2)第1審判決については､字賀克也｢審判記録の開示決定と住民訴訟｣NBL730号
6貫以下 (平成14)を参照した｡
(3)最判昭和50年7月10日民集29巻6号888貢
(4)東京高判昭和46年7月17日審決集18巻214貢､227貢｡この事件に即して事件記録 完
の開示を論じたものとして､今村成和 『私的独占禁止法の研究 (四)Ⅰ』61頁以
下 (有斐閣､昭和51)を参照｡
11
法政論叢一- 第24･25合併号(2002)
(5)最判昭和47年11月16日民集26巻9号1573貢
(6)独禁法25条に基づく損害賠償請求が民法709条化しているとの指摘がある｡村上政
博 『独占禁止法と差止 ･損害賠償』94貢 (商事法務研究会､平成13)
(7)村上 ･同前 149-150頁｡
(8)宇賀 ･前掲注(2)8貢｡
(9)大内義三｢独占禁止法における事業者の秘密保護について｣一橋論叢116巻 1号57
貢 (平成 8)､公正取引研究会編 『実務解説独占禁止法』3294貢 (第一法規出版､
平成14)
00)東京地判昭和53年 7月28日刑事裁判月報10巻6･7･8号1162貢
(川 正田彬 『全訂独占禁止法ⅠⅠ』437貫 (日本評論社､昭和56)
02)厚谷葵児ほか 『条解独占禁止法』504-505貢 [佐島史彦](弘文堂､平成 9)
(13)大内 ･前掲注(9)53貫
(14) なお､エポキシ樹脂事件で漏洩された秘密は､営業秘密にも相当するような秘密
性の強いもののように､思われる.前掲注(10)参照｡
85)大内 ･前掲注(9)54貢
(16)大内義三 ｢訴訟記録の閲覧等と独占禁止法｣佐々木吉男先生追悼論集 『民事紛争
の解決と手続』265頁 (信山社､平成12)0
民事訴訟法における第三者の保有する秘密の問題については､法務省民事局参
事官室編 『一間-答 新民事訴訟法』85貢 (商事法務研究会､平成8年)を参照｡
民事訴訟法の訴訟記録の閲覧の諸問題は､三宅ほか『注解民事訴訟法ⅠⅠ』249-279
貢 [森脇純夫](青林書院､平成12)を参照｡
87)前掲注02)545貢 [鈴木恭蔵]
(18) 同前 ･556貫 [平林英勝]､今村成和ほか 『注解経済法 (上)』632貫 [利部備二]
(青林書院､昭和60)0
ug)東芝ケミカルによる審決取消訴訟 ･■東京高判平成 6年 2月25日審決集40巻541頁
(20)平林英勝 ｢審査審判規則の改正の評価と今後の課題｣公正取引618号 9貫以下 (辛
成14)
(細 字賀 ･前掲注(2)12貫｡
(2)宇賀克也 F情報公開法の理論 (新版)』91-92頁 (有斐閣､平成12)､宇賀克也 『情
報公開法の逐条解説 (第 2版)』94-95貢 (有斐閣､平成12)0
(23)松井茂記 『情報公開法』46-47貢､217貢 (有斐閣､平成13)､拙稿 ｢2002年にお
ける独占禁止政策の課題｣山形大学紀要 (社会科学)33巻 1号107貢 (平成14)
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